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ファミリー企業における効果的な後継者育成プロセス
― リサーチ・クエスチョン、命題の構築と今後の方向性 ―
山口　勝士
要　旨
日本のファミリー企業において、後継者の多くがリーダーシップの発揮に苦しみ、企業
側は後継者の育成に苦労し、育成の知識を欲している。優れた後継者を育成することは、事
業承継を成功に導き、ファミリー企業が存続、繁栄するために重要である。本稿ではまず、
ファミリー企業における効果的な後継者の養育と育成について、先行研究のレビューを基に
議論を行う。そして、先行研究によって何が明らかとなっており、何が欠けているのか、整
理する。こうした議論に基づき、さらなる研究が必要なリサーチ・クエスチョンと命題を構
築した。最後に、将来の実証研究を行う上で、解決が必要な課題について議論した。その
課題とは以下の 2 点である。（1）後継経営者の長い在任期間に渡る、養育・育成の効果が分
かっていないこと、（2）後継者の養育と育成の効果を適切に評価する尺度が無いこと。
1.　序論
ファミリー企業 (1) の事業承継を成功させる上で、後継者の経営者としての能力は重要な要
素の一つである（例， De Massis, Chua, & Chrisman, 2008; Le Breton-Miller, Miller, & Steier, 
2004）。また、後継者が承継に必要な能力を持ち、準備が整っていることは、承継の成功に
正の関係があることが実証されている（Pyromalis & Vozikis, 2009; Venter, Boshoff, & Maas, 
2005）。さらに、能力等の面で後継者候補が適任であると家族のメンバーが判断すると、期
待される承継の成果が良くなる（Van der Merwe, Venter, & Ellis, 2009）。このように、後継
(1) ファミリー企業の定義について、統一された定義は無い（Lau, 2010）。本稿では大まかに、「一族の者
が所有と経営を支配している企業」と定義する。ファミリー企業の定義の変遷については、Chrisman, 
Chua, & Sharma（2005）や Lau（2010）を参照されたい。研究の初期は、企業のオーナーシップ、ガ
バナンス、経営、何世代にも渡る承継に対する、一族の関与によって定義するアプローチが主流であっ
た。次第に、関与に加えて、ファミリー企業のエッセンスによる定義を組み合わせたアプローチが主流
になって来た。エッセンスとは、企業の持つ意思やビジョン、独自の資源、行動などであり、理論的に
ファミリー企業の特徴を説明しようと試みている（詳細は Chrisman, Chua, & Sharma, 2005; Lau, 2010
を参照）。
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者が経営者として有能であることは、事業承継の成功にとって重要である。
日本の中小企業でも、事業承継に向けた取り組みとして、後継者の育成に最も力を入れて
おり、5、6 割の中小企業が行っている（中小企業庁， 2013）。しかし、この育成について苦
労している企業が多い。例えば、日本の中小企業が事業承継に当たり最も欲している知識が
後継者の養成に関することである（中小企業庁， 2013）。また、UFJ 総合研究所（2004）の調
査によると、後継経営者自身が事業承継後に苦労したこととして最も多く挙げていたのが、
「リーダーシップの発揮」であった（八木， 2012， p.9）。また、大企業、中小企業を含め、事
業承継で苦労したこととして「後継者の育成」が最も多く、6 割を超える企業が回答してい
た（帝国データバンク， 2013 年 7 月 11 日）。日本企業全体に占めるファミリー企業の割合が
多いと推測されること（後藤， 2012）、特に中小・中堅企業の大半がファミリー企業であるこ
と（倉科， 2008）を合わせて考えると、日本のファミリー企業には、後継者の育成に苦労し、
後継者育成の方法を欲している企業が多いと推測される。
十分に準備が整わずに引き継ぐことになった後継者は、苦難を経験している。例えば、従
業員 10 人で世界的なメッキの技術を持つ企業では、現社長は先代である父が亡くなったた
め、25 歳という若さで社長を継ぐこととなった。社長就任後、間もなく新入社員がすぐに辞
めるという事態に直面した（『日経トップリーダー』2011 年 3 月号，p.36）。
また、育成が十分に行われなかったり、効果が出ずに後継者がスキル不足だと自覚すると、
引き継ぐべき役職への就任を拒否してしまう可能性もある（De Massis et al., 2008）。
ファミリー・ビジネスを顧客に持つフィナンシャル・プランナー、63 人（有効回答者数
49 人）を対象にした質問紙票調査によると（Potts, Schoen, Loeb, & Hulme 2001a, 2001b）、
オーナーである CEO の引退の成功にとって、次の世代のリーダーシップに関する項目の中
で最も重要だと考えられているのは、後継者のマネジメント育成プログラムがあるかどうか
であった（10 点法で平均 7.71 点）。つまり、フィナンシャル・プランナーの目から見ると、
オーナーである CEO がファミリー・ビジネスから円満に引退するためには、引退後も企業
が安泰であると保証されていることが、大事であると言える。
イタリアで、承継に成功しているファミリー企業と、上手く行かなかったファミリー企業
を比較したケース・スタディー（Bigliardi & Dormio, 2009）では、成功ケースは、後継者候
補にどのような教育を受けさせるのか、いつ入社させるのかを前もって計画を立てたり、社
外での経験を必ず積ませたり、研修プログラムを用意したりしている。では、一体どのよう
な育成を行っていけば良いのか。それについては、まだ一致した知見が得られていない。そ
こで本稿では、ファミリー企業において効果的な後継者の育成方法やプロセスを解明する、
将来の実証研究の基礎とするべく、先行研究を整理し、限界と、今後の研究に向けたリサー
チ・クエスチョンや命題を提示することを目標とする。
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本稿の構成は次の通りである。第 2 節では、まず始めにファミリー企業の承継プロセスに
おける、後継者の育成の位置づけを示し、育成の全体像を提示する。続いて、ファミリー企
業の後継者育成に関連する先行研究のレビューを行い、どのような育成方法があり、どのよ
うな影響があるのかを整理する。そして、議論を元に研究の欠けている点を特定する。その
結果、さらなる研究が必要なリサーチ・クエスチョンと命題を構築する。第 3 節では、第 2
節で構築したリサーチ・クエスチョンと命題を解明するための、将来の研究について、方法
論上の課題を議論する。
2.　先行研究のレビュー
2.1　承継プロセスにおける後継者育成
まず、ファミリー企業の承継プロセスにおける、後継者の育成の位置づけを示す。ファミ
リー企業での承継プロセスとして、経験的研究、理論的研究に加え、示唆に富む事例証拠を
統合した、Le Breton-Miller et al.（2004）による包括的なモデルを用いる（図 1）。ファミリー
企業における育成は、上記の図 1 の太線の四角で示した、承継プロセスの第 2 段階に当たる。
“養育 (2)・育成”となっているのは、ファミリー企業の後継者と現経営者は家族、特に親子で
ある場合が多く、子供の頃の家庭での教育も、将来の後継者を育てる上で重要だからである。
養育期間には、幼少期から入社までの期間に家庭で行われる教育や、初等教育、中等教育、
高等教育での学校教育が後継者の育成の場となる。その後、ファミリー企業での見習い、他
社での実務経験、ファミリー企業に入社してからの OJT や研修の機会が育成期間となる。
Churchill and Hatten（1987）は、親と子供、それぞれの人生のサイクルによって承継プロ
セスのステージを表したモデルを提示した。このモデルでは、後継者が 24 歳位で正社員と
して入社すると仮定し、10 代前半から育成期間が始まっている。最初は、小児期に家庭の食
事の席で行われ、大学生までの間に、パート・タイムや休暇中の仕事によってビジネスを学
ぶ。正社員として入社すると、技術的、対人的、管理的知識、判断、スキルを強化する。こ
こで大事な事は、具体的な年齢よりも、育成のプロセスが早くも幼少期、小児期から始まる
ということである。そこで、まずは幼少期、小児期から始まる家庭での教育から見ていく事
としたい。
(2) “養育”という言葉には違和感を覚えるかも知れない。“跡取り教育”という呼び方も存在するが、学
校教育や、実社会での育成と必ずしも明確に区別して使用されていない。そこで本稿では、主に社会人
になるまでの家庭での教育や学校教育を“養育”と呼び、見習い期間、その後の他社での実務経験や、
ファミリー企業内での OJT 等の機会を“育成”と呼ぶこととする。
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図 1　承継プロセスの包括的モデル
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出典：Le Breton-Miller et al.（2004）を元に、山口（2013）が作成した物を加筆修正。
2.2　家庭での教育
家庭において、後継者となる子供にどのような教育がなされるべきなのか。先行研究から
の知見を整理したい。先行研究の示唆する内容は、大きく分けて、一族や事業の価値観、伝
統の重みを伝承することと、より実践的な能力を身につけさせる練習の場としての機能が議
論されている。
まずは、価値観の伝承について見ていきたい。Miller and Le Breton-Miller（2005）は、2
代以上に渡り、市場シェアで 1 位、または 2 位を維持している、欧米のファミリー企業 40
社について、その強みをもたらす共通点を、2 次資料を基に、比較対照企業とも見比べなが
ら分析した。こうした優れたファミリー企業の戦略的特徴と結びつている取り組みの一つに、
家庭での修行があった。例えば、ブランドによる差別化戦略に秀でている企業や、高いクオ
リティーを追究することを特徴とする企業では、会社の深い価値観や伝統とその重みを、親
子の話を通じて伝えていることが分かった。例えば、ブランドによる差別化戦略企業の例に
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挙げられている、高級化粧品メーカー、エスティ ローダー（The Estée Lauder Companies）
では、創業者、エスティ・ローダー（Estée Lauder）の孫娘、アエリン（Aerin）は、夕食の
席で新製品の発売やフェース・クリームについての議論を聞いて育ち、自分の血には化粧品
が入っているとまで述べている（Miller & Le Breton-Miller, 2005）。
子供時代に価値観を伝承することは、ファミリー企業における社会化の主要な役割の一
つである。これは、スペインのファミリー企業の創業者で、引退の年齢が近い 13 人を対象
にしたフィールド・ワークにより、García-Álbarez, López-Sintas, & Saldaña Gonzalvo（2002）
は、ファミリー企業における後継者の社会化プロセスを、一族への社会化と、事業への社会
化に区別した。価値観の伝承は、後継者が子供時代に一家の中で行われる、一族への社会化
プロセスの一つである。
ファミリー企業では、創業以来の価値観を伝承する上で、物語ることが重要な役割を果た
す。スペインの 3 社のファミリー企業（従業員数 500 から 10,000 人、創業 40 年以上）に対
するケース・スタディー（Parada & Viladás, 2010）によると、創業者から使命感、ビジョン、
価値観などを直接語られることで、2 代目は創業者の価値観を受け継ぐ。2 代目は創業者の
話を英雄的に子供に語ることで、代々、子孫へと価値観が伝承され、共有されたアイデン
ティティーを醸成することになる。日本企業の事例として、物流を手がけるハマキョウレッ
クスの現会長は、「自分の商売が社会に必要なんだ」（『日経トップリーダー』2011 年 5 月号，
pp.88-89）ということを常に伝えるべきだと言う。
物語による価値観の伝承は、普段の家庭内だけでなく、先祖を敬うための家族や親族での
祝いの場のような、特別のイベントを催すことでも可能である（Parada & Viladás, 2010）。
家庭で話をする上で大事なのは、親の話し方である。イギリスの小規模ファミリー企業、
6 社を対象に、後継者がフォロワーからリーダーへと成長する過程を探索した Cater and 
Justis（2009）によると、顧客や従業員について苦言ばかり呈していると、子供はネガティ
ブな印象を抱いてしまうため、控えめな表現を用いることが肝心である。子供の頃にファミ
リー企業に対してネガティブな印象を抱くと、将来、企業を引き継ぐ意欲が損なわれてしま
う（Getz & Petersen, 2004）。また、ハマキョウレックスの現会長は、資金繰りでも何でも本
音で話すこと、愚痴をこぼすだけでなく、何が大変なのかを理由を含めて話すことで、子供
の方から提案を持ちかけると述べている（『日経トップリーダー』2011 年 5 月号， p.88）。こ
うして先代である親と、後継者である子供との間に良好な関係が築かれれば、子供が後継経
営者として成長する過程を通じて、良い影響を及ぼす（Cater & Justis, 2009）。
ファミリー・ビジネスの中には、元々ある博物館や工場などを改装し、次世代の子供達が
一族や企業の歴史を学ぶための場としている所もある（Astrachan & Stider, 2005）。一族の歴
史を学ぶことで、後継者がファミリー企業に対して抱く帰属意識が高まり、団結が強まると
される（Astrachan & Stider, 2005）。家族の歴史を学ぶことで、代々築かれてきた伝統の重み
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を知ることも出来る。子供にとって伝統の重要性が高いことは、子供がファミリー企業を引
き継ぐ上で重要な動機の一つである（Zellweger & Seiger, 2012）。
次に、ビジネスの練習の場として、より実践的な家庭教育について見ていく。先述の、
2 代以上に渡り繁栄する欧米のファミリー企業のうち、S・C・ジョンソン（S. C. Johnson 
& Son）では、サム・ジョンソン（Sam Johnson）の娘、ヘレン（Helen）は五年生の時か
ら、夕食の席での家族の話し合いの中で、新製品のアイデアを口にしていた（Miller & Le 
Breton-Miller, 2005）。また、アメリカのアパラチア山脈にある企業のケース・スタディー
（Mischel & Iannarelli, 2011）では、夕食の席での会話で、将来の後継者となる娘に、ビジネ
ス上の問題と、それをどのように解決したのかを教示していた。これは、後継者に起業家的
な思考力を養うための、重要なステップの一つであることが見出された。
価値観を伝承することが大事であることは分かったが、それが、後継者が事業を承継し、
経営者として運営していく中で、どのような影響を及ぼすのか、という点が、既存の研究で
はほとんど焦点が当てられていない。子供の頃から長きに渡り伝授された価値観、伝統に対
する思い、仕事に対する姿勢など、これらが、経営者としての行動にどのような影響を及ぼ
し、企業の存続に貢献しているのか。後継者の育成という観点から、この価値観の伝承を捉
えるとすれば、このように、経営者になってからの行動に及ぼす影響を、解明する必要があ
る。（以降、特に指示がない限り、“RQ”はリサーチ・クエスチョン、“P”は命題を表す。）
RQ1：ファミリー企業において、幼少期、子供時代に家庭での教育によって培われた価値
観は、後継者が経営を行っていく上で、どのような影響を及ぼすのだろうか。
2.3　教育（高等教育、経営学教育）
教育に関しては、主に大学や大学院等の高等教育、経営学の専門的教育について取り上げ
られている。後継者に及ぼす教育の影響を扱った先行研究の結果は、一貫していない。つま
り、良い影響を示す研究結果と、特に影響が無いとする研究結果が混在している。
教育の良い面を示唆する研究から見てみたい。Goldberg（1996）は、アメリカ北東部の
様々な業種の小規模なファミリー企業（平均従業員数 30 人、年間平均売上高 620 万ドル）
の後継者 CEO、63 人に対して質問紙票調査およびインタビュー調査を実施した。後継者が
CEO に就任後、年間売上高や利益を増加させたかどうかで分類し、その違いを比較した。
CEO 就任後、年間売上高や利益を増加させた効果的な CEO の大半は、大学卒や大学院卒で
あるのに対し、効果的でなかった CEO は高卒が多く、この差は統計的に 5% 水準で有意で
あった。しかし、これは実態の記述的な内容であり、こうした学歴の差が後継者の経営にど
のような影響を及ぼしているかは不確かである。Barach, Gantisky, and Carson（1988）が 2
代目、3 代目のファミリー企業の経営者 30 人に行ったインタビュー調査によると、後継者は
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入社後、キャリアの初期にオペレーションを改善するような行動を取ると、周囲からの信用
を得られると考えられている。そうした行動とは、単純な原価計算の手法やマーケティング
技術などの導入であり、学校で習得した知識である。Barach et al.（1988）は、学校で習得
した簡単な技能、知識を活用することが、後継者の信用を高めるという効果を、自身が後継
者である経営者のインタビューから見出している点が示唆に富む。しかし、そのことは、裏
を返せば後継者の主観的な見解に留まっている、という限界を表している。教育が後継者の
機会認識に及ぼす影響の研究も行われている。Sardeshmukh and Corbett（2011）は、アメ
リカ北東部 7 州の製造業 615 社（有効回答数 119 社）の CEO 又は社長に対して質問紙票調
査を実施した。調査対象企業は少なくとも承継を 1 度経験しており、回答者は 25 歳以上の
後継者である。この研究では、後継者の受けた教育の年数は、後継者の機会認識に正の有意
な影響を及ぼすことが明らかとなった（β = .300; p < .01）。Sardeshmukh and Corbett（2011）
の研究は、アメリカの製造業という限定されたコンテクストであるものの、100 社以上の有
効回答数を得た量的研究により、後継者が受けた教育年数が起業家精神に関連する尺度に影
響することを、統計的に説明している点が評価出来る。しかしながら、教育年数の影響度は
決して高い物ではない。
一方で、教育は後継者の育成に大きな影響を及ぼさないことを示唆する研究も見られる。
Cabrera-Suárez（2005）は、スペインのカナリア諸島にある中堅の自動車ディーラー、7 社
のケース・スタディーを行った。ケースを承継の成功ケース（3 件）、やや成功したケース
（3 件）、失敗ケース（1 件）に分けて、後継者のリーダーシップ育成の過程を比較した。教
育については、学歴や、経営学を学んでいるかどうかに焦点が当てられている。この研究で
明らかになったことは、十分な学歴があり、経営学教育を受けていることは、必ずしも承継
の成功を保証するものではなかったことである。成功ケースであっても、MBA を取得して
いたり、大学で経営学を専攻していたりするわけではなく、やや成功したケースには初等教
育しか受けていない後継者もいた。さらに、失敗ケースの後継者であっても、MBA を取得
していた。入社後に、経営に関連する講座を受講する者もいた。自動車メーカーで受けた研
修は、業界の知識を得る上で役立ったが、全体的に、教育の背景が承継の成否を分けるとは
言えないことが示唆された。Cabrera-Suárez（2005）は質的データによるケース・スタディー
であるが、量的研究も実施されている。Morris, Williams, Allen, and Avila（1997）は、アメ
リカの 2 代目、3 代目のファミリー企業のトップに対して質問紙票調査を実施した（有効回
答数 177 人）。この調査では、承継の質と、承継後のパフォーマンスに対する複数の独立変
数の影響を、重回帰分析により検証している。その結果、後継者である回答者が大学卒、ま
たは修士課程修了かどうかは、承継の質には有意な影響は無かった。承継後のパフォーマン
スには有意な影響が見られたが、影響度は弱いものであった（β = .19; p < .023）。また、パ
フォーマンスの尺度は、諸々の財務指標に対する、後継者の主観的な重要性と満足度であり、
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実際の企業パフォーマンスではない。
日本の中小企業の後継経営者を対象とした量的調査も実施されている。八木（2012）は、
日本の中小企業における 2 代目以降の後継経営者（取締役以上）に対して大規模な質問紙票
調査を実施し、3,505 件の回答を得ている。その中で、経営学に関する教育を受けていた回
答者は 33.3% と、1/3 程度であるが存在した。教育を受けた機関としては、民間のセミナー
（42.4%）、大学（32.4%）が大多数であり、大学院やビジネス・スクール、中小企業大学校、
民間のセミナーについては、8 割以上の回答者が、経営にある程度役立っていると答えてい
る。ただし、後継者のリーダーとしての有効性に対する実際の効果を重回帰分析すると、経
営学の専門教育が統計的に有意な影響を及ぼしたのは、後継者の経営の積極性という一尺度
に対してのみであった。そして、経営学の専門教育には短期間のセミナーから大学院のよう
な長期間のプログラムまで包含されており、どのような教育プログラムが効いていたのかは
断定出来なかった。また、ビジネス・スクールで学んだ経験を独立変数として投入した回帰
モデルでは、β係数が有意でなかった。このように、八木（2012）の研究結果からは、経営
学の専門教育が後継者のリーダーとしての有効性に及ぼす影響は限定されていることが分か
る。しかし、八木（2012）はいくつかの点で評価出来る。まず、調査対象企業が中小企業で
あるが、回答者の 66% が先代の親族であり、オーナー企業が多い事から、ファミリー企業が
数多く含まれる可能性があり、本研究にとって大変示唆に富む結果であること。そして、八
木（2012）自身が指摘しているように、日本において同種の調査がほとんど見当たらず、中
小企業経営者にとって経営学教育が及ぼす影響を、大規模なサンプルにより検証した点で貢
献が大きい。 
このように、教育が後継者の育成に及ぼす影響に関連した先行研究では、一貫した見解が
得られていない。教育の及ぼすプラスの影響を示唆する研究には、統計的に検証した文献も
あるものの、その影響度は低い水準に留まっていたり、限定的な影響しか見られない。イン
タビューによる探索的な研究は、対象者が後継経営者のみと偏りがある。承継の成功と関連
づけた研究でも、量的、質的研究の両方で、教育による影響はほとんど確認されなかった。
では、後継者を育てる立場にあるファミリー企業の経営者は、後継者である子供にどのよ
うな進路を歩ませ、どのような教育を受けさせれば良いのか。イタリアのファミリー企業、10
社を対象に行ったケース・スタディーから、Bigliardi and Dormio（2009）は、承継を成功さ
せるためには、後継者の教育について前もって計画を立てておくことを勧めている。後継者
の成長をもたらし、将来、企業の繁栄につなげてくれるような後継者を育成する上で、どの
ような教育を受けさせることが望ましいのか、研究によって示唆を与えることが必要である。
筆者は、次の点において、後継者の教育について研究の余地があると考える。まずは、こ
れまで取り上げた先行研究でも扱われていた、経営学の専門教育である。ビジネス・スクー
ルや民間のセミナーの他、長期間から短期間のものまで様々存在する。こうした教育の機会
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に、「いつ」、通うべきなのか。この時期の視点を鑑みて研究する必要があると考える。
理想的なマネジメント教育のあり方について、『MBA が会社を滅ぼす』という著書の中で
論じたミンツバーグ（2006）は、マネジメント経験の無い若い人材に、マネジメント教育を
行うことは意味をなさないと指摘している。つまり、ビジネス・スクールを例にとれば、後
継者のキャリアにおいて、いつの時期に通うことが効果的なのか。あるいは、専門的に経営
を学ぶことは、時期によって影響が異なるのかどうか。このような視点で研究することに
よって、新たな知見を得られる余地がある。
これまで見てきた先行研究では、教育水準が高いか低いか、教育を受けた年数が長いかど
うか、という観点での研究が大半であった。残りは、MBA や経営学の影響を取り上げたケー
ス・スタディー（Cabrera-Suárez, 2005）や、MBA を含めた経営学教育の機会の影響を扱っ
た量的研究（八木， 2012）である。これらは、後継者がこうした教育を、いつ受けたのかが
明確でない。入社して、あるいは他社での実務経験が数年という短い職業経験だけでビジネ
ス・スクール等に通った場合には、当然、マネジメントの経験がほとんどないままに学ぶこ
ととなる。こうしたケースと、中間管理職となり、多くの部下を管理する経験を積んでから
受ける専門教育の効果は、当然異なることは容易に推測出来る。
そこで、ファミリー企業において、後継者を育成する上で、経営学の専門的教育を受けさ
せる時期によって、どのような違いがあるのかを、追究する必要がある。
RQ2：ファミリー企業の後継者に対して、経営学の専門的教育を受けさせる時期により、
育成上の影響は異なるのであろうか。
2.4　見習い期間：アルバイト 
後継者が成長し、高校生になれば、夏季休暇中やアルバイトとして、非正規にファミリ ・ー
ビジネスに関わらせることが行われる。こうした非正規に仕事を経験することは、一般的
に、正社員として入社するまで続く。海外の文献では、時に、見習いや丁稚奉公を意味する
“apprenticeship”という言葉で表現される。
こうした見習い経験は、まずは職場を訪れることから始まる。例えば、イギリスの小規模
ファミリー企業のあるケースでは、娘は 10 代の頃、父と一緒に車で職場に行くことを楽し
みに感じていた（Cater & Justis, 2009）。また、Mischel and Iannarelli（2011）のケース・ス
タディーで取り上げられた娘は、8 歳の頃から会社で過ごし、成長に合わせ、年齢に応じた
仕事を任されていた。
このように若いうちにファミリー・ビジネスに接することの利点が指摘されている。ま
ずは、上述の通り、簡単な仕事を経験することで、働き始める良いスタートになることであ
る（Cater & Justis, 2009）。会社の基礎にあるオペレーションの知見を得ることが出来ると、
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後継経営者のインタビュー調査で回答が得られている（Barach et al., 1988）。このようにし
て、会社の下々の人々の業務に精通していることは、従業員から信頼を得ることにつながる
（Cater & Justis, 2009）。同様の結果は、Barach et al.（1988）のインタビューした後継経営者
にも見られた。学校の夏休みにアルバイトを経験している後継者は、入社した時に従業員か
ら好意的に受け入れられたと感じていた。このように、会社そのもの、企業文化、従業員に
早くから親しむことで、正式に入社した時にスムーズに組織の一員として適応出来る（Le 
Breton-Miller et al., 2004）。また、Cater and Justis（2009）は、従業員との関係だけでなく、
先代経営者との関係も良いものとなり、その後の育成プロセスに好ましい影響を及ぼすとし
ている。スペインの自動車ディーラーにおいて、承継の成功ケースと失敗ケースを比較した
ケース・スタディー（Cabrera-Suárez, 2005）では、承継の成否に関わらず、正社員として入
社する以前に、非正規に会社に関与しているケースが見られた。こうした経験は、会社につ
いて学ぶ機会を提供し、組織への社会化の始まりとなるとしている。
早い時期に見習いとしてファミリー企業に関与していることは、後継者候補がその後に
ファミリー企業に入社する意思を高めることにもなる。親がファミリー企業を経営する、ア
メリカや諸外国出身のアメリカの大学生に対する定量調査（Stavrou, 1999）によると、親の
ファミリー企業に関わった経験のある大学生は、大学卒業後に入社する意思が高かった。ま
た、イギリスのオーナー経営者の子供に対する調査（Birley, 2002）によると、調査時点でそ
の企業に関わったことの無い子供の 80% が、将来入社する意思が無かった。逆に言うと、企
業に関わったことがあれば、入社する意思が高いことを示唆している。
このように、正式入社前の見習い経験は、会社の仕事を経験し、業務を理解し、従業員や
先代と良好な関係を築くことにつながる。後継者が円滑にファミリー企業で働き始めるのを
助ける働きがあると考えられる。後継者の育成にとっては、会社に入社するキャリアの移行
期を円滑にすることで、入社後の育成に良い影響を与えると考えられる。
P1：正社員として入社する前に、非正規に企業に関わっていることは、後継者の育成にプ
ラスの影響を及ぼす。
2.5　他社での経験
見習いとしてファミリー企業の仕事に携わり、高校や大学等の公共教育を終えたら、直ち
にファミリー企業に入社した方が良いのだろうか。それとも、他社に一旦就職し、実務経験
を積む事が良いのだろうか。他社での勤務経験と、後継者の育成を関連づけた研究結果は、
一貫していない。
良い影響を示唆するものは、質的データによるケース・スタディーである。例えば、イタ
リアで承継に成功したファミリー企業では、後継者が 1 年やそれ未満の短期間、ファミリー
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企業外で働いていた。他社勤務を義務づけているケースも、承継の成功ケースには見られ
た（Bigliardi & Dormio, 2009）。他社で働く中で何かを達成すれば、後継者自身は自信を持
つ。さらに、他社で成果を出した人であれば、ファミリー企業に入社した際に従業員からの
信用が得やすいという利点が指摘されている（Barach et al., 1988）。スペインの自動車ディー
ラー 7 社のケース・スタディーでも、他社で働くことは、経験を積む機会であり、自社内で
の信用につながる機会を与えるとしている（Cabrera-Suárez, 2005）。ただし、この研究では、
承継の成功ケースや、部分的に成功したケースの全てにおいて、後継者が他社に勤務経験が
あった訳ではないことから、他社での勤務経験は、承継の成功にとって十分条件とは言えな
い。
一方、量的研究の大半は、他社経験について否定的な結果を示している。例えば、アメリ
カの 2 代目、3 代目のファミリー企業を対象にした Morris et al.（1997）では、後継者の他社
での勤務経験（勤続年数によって測定）は、承継の質にとっても、承継後のパフォーマンス
にとっても有意な影響が見られなかった。日本の中小企業における調査（八木， 2012）では、
後継経営者のうち他社での就業経験があった者は 75.1% いた。さらに、その経験が現在の経
営に役立っているか、という問いに対して、「かなりそうである」、「ややそうである」と回
答したのは、78.7% に上る。一方、後継経営者のリーダーとしての有効性を従属変数とした
重回帰分析では、他社での勤務経験は、リーダーとしての有効性のいずれの尺度に対しても、
統計的に有意な影響は見られなかった。つまり、後継経営者自身の主観的な評価では、他社
経験が役立ったとされているが、客観的な統計分析の結果は、それを裏付けていないと言え
る。他に、アメリカの製造業のトップを対象にした Sardeshmukh and Corbett（2011）では、
他社で上級管理職以外の管理職経験があることは、後継者の機会認識に負の影響が有意で見
られた（β = -.259; p < .05）。
ここで注目すべき事は、これら否定的な影響を見出した研究では、他社の勤務経験を、単
純に勤続年数や経験の有無で測定している点である。他社の経験の期間や有無ではなく、経
験した質に焦点を当てると、違った知見が得られている。先の Sardeshmukh and Corbett
（2011）によると、他社での挑戦しがいのある仕事や、新規プロジェクト、フィードバック
やメンタリングがあるような、成長を促すような経験をしていることは、後継者の機会認識
に正の有意な影響が確認された（β = .241; p < .05）。
このように、他社での経験の質的側面に焦点を当てた研究は Sardeshmukh and Corbett
（2011）のみであり、その他の先行研究と総合すると、後継者に他社で経験を積ませた方が
良いのか、確定出来ない。アメリカの小規模なファミリー企業の後継 CEO、63 人を対象と
した調査では、企業パフォーマンスを向上させた CEO の方が、そうでない CEO に比べて、
約 4 歳、早く入社しており、この差は統計的に有意であった（正社員として入社した平均年
齢は、それぞれ、23.4 歳と 27.9 歳）（Goldberg, 1996）。このように、他社での経験を積ませ
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るよりも、早めに入社させた方が良いことを示唆する研究結果も見られる。
そこで、筆者は、別の切り口からこの問題に取り組む事を提案したい。それは、同業他社
で経験を積むか、異業種で経験を積むか、全く他社で働かないという 3 つのパターンを比較
することである。先行研究では、業種を反映したものは一つしか見られない。それは、スペ
インの自動車ディーラー 7 社のケース・スタディー（Cabrera-Suárez, 2005）である。この中
で、他社で経験を積んでいたケースは皆、自動車メーカーの販売店での勤務を経験していた。
それにより、業界の知識を得る事につながっていた。このように、同業であれば、業界の知
識が得られる、という利点がある。日本の中小企業経営者が後継者を選定する際に重視する
事項として、「自社の事業・業界に精通していること」が上位 5 位に挙げられている（中小
企業庁， 2013）。
異業種で経験を積むことの影響は不明である。今まで見てきた、他社での勤務経験を取り
上げた研究では、特に他社の業種は規定しておらず、業種による影響の違いは判断出来ない。
実際には、異業種を経て家業に入社している事例が見られる。例えば、仕出し弁当を手がけ
る玉子屋の菅原勇一郎社長は、大学卒業後、銀行、マーケティング会社という全く別の世界
から入社している（『日経トップリーダー』2011 年 8 月号）。日能研関東の小嶋隆社長も、入
社したのは富士銀行で 4 年勤務した後のことである（『日経トップリーダー』2011 年 11 月
号）。シヤチハタの舟橋正剛社長は、アメリカで MBA を取得後は、広告代理店である電通
に勤めている（『日経トップリーダー』2012 年 2 月号）。
他社での経験が後継者の育成に必要なのか。それを判断するために、このように、家業と
同業か異業種かで区別して、他社で働かずにすぐ入社することと比較した影響を検討してい
く必要がある。
RQ3：ファミリー企業における後継者の育成にとって、同業他社での就業経験を経て入社
することは、その後の経営者としての行動にどのような影響を及ぼすのか。
RQ4：ファミリー企業における後継者の育成にとって、異業種他社での就業経験を経て入
社することは、その後の経営者としての行動にどのような影響を及ぼすのか。
RQ5：ファミリー企業における後継者の育成にとって、他社での就業経験を経ずに入社す
ることは、その後の経営者としての行動にどのような影響を及ぼすのか。
2.6　自社内での経験
自社の経験について、まずはどのような階級からスタートするか、という点を見ていきた
い。これについては、末端の職位から経験していくことが重要視されている。Miller and Le 
Breton-Miller（2005）は、高いクオリティーを追究する百貨店、ノードストロムの例を挙げ
ている。同社では、創業家の一族も、まずは売り場の掃除、窓拭き、商品の並び替えと言っ
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た下働きから始めて、ようやく販売員を任される。また、Cater and Justis（2009）によると、
下位の従業員達がどのような仕事をしているのか、きちんと理解していることは、従業員か
らの信頼につながり、ひいては従業員に対する権威の源となる。そのため、後継者には現場
の業務を素早く理解することが求められる。量的研究では、フル・タイムで下位から入社す
ることは、承継の質に対しては有意な影響を及ぼさない。承継後のパフォーマンスに対して
は、弱い影響が見られた（β = -.21; p < .01)（Morris et al., 1997）。
異動によって様々な部署を経験することも、価値があると見なされている。2 代以上に渡
り、市場シェア 1 位、 2 位を維持している欧米のファミリー企業では、後継者に幅広い職務
ローテーションを課す特徴があった（Miller & Le Breton-Miller, 2005）。また、中国で CEO
を引き継いだ娘のケース・スタディー（Qin & Wang, 2012）によると、入社前の育成、訓練
が不足していた彼女も、全てのセクションを異動して働いたことで、それまでの知識不足、
経験不足を補うことが出来た。
日本のファミリー企業でも、自社内の様々な部署を経験させることは、多く行われてい
る。例えば、沖縄県のファミリー企業で後継者の育成について最も多くの企業が行っていた
ことは、「社内の業務を一通り経験させている」であった（後藤， 2012， p.165）。また、ファ
ミリー企業に限定した調査ではないものの、帝国データバンク（2013 年 7 月 11 日）が日本
の大企業、中小企業に行った調査では、後継者が円滑な承継をするために必要なことの第 4
位に、「社内での業務経験」が挙げられていた 。
では、自社内でどの程度経験を積む必要があるのだろうか。先代経営者と後継者のライ
フ・サイクルを用いて、承継プロセスのステージを示したモデル（Churchill & Hatten, 1987）
では、先代から後継者に権限が委譲されるステージが始まるのが、およそ後継者が 40 歳代
前半となっている。このモデルでは、後継者が入社する年齢を、大体 24 歳と仮定している
ことから、入社から経営を引き継ぐまでの期間は 20 年弱となる。アメリカのファミリー企
業 63 社について、CEO としてのパフォーマンスによって効果的な後継者とそうでない者
を比較した Goldberg（1996）では、CEO 就任時の平均年齢の差は 3 歳に満たない（効果的
だった後継者の CEO 就任時の平均年齢は 46 歳、対照グループは 43.7 歳であった）。しかし、
正社員として入社してからの期間を計算すると、効果的だった後継者の方が入社年齢が若い
ため、自社で勤務する期間には開きが生じる（効果的だった後継者は入社してから CEO 就
任まで 22.6 年、比較対照グループは 15.8 年）。Goldberg（1996）のアメリカ企業における実
態調査の結果からは、Churchill and Hatten（1987）の提示するモデルよりも、若干、長い経
験を後継者が積んでいることが分かる。
日本のファミリー・ビジネスについては、どうであろう。倉科（2003）は、日本の上場
ファミリー企業の経営者は、平均して 15 年程度は、事業部門や企画部門、海外子会社のトッ
プとして経験を積んでいるとしている。平社員からスタートするのが望ましく、30 から 40
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歳代で取締役、50 歳半ばまでに社長に就任するというのが平均的なキャリア・パスとなって
いる（倉科，2003）。システマチックに収集したデータに基づくものではない点に留意する
必要はあるものの、日本の上場している大規模なファミリー企業の経営者が、自社で長年の
経験を積む事実を見出した点に、価値がある。仮に大学卒で入社した場合、社長就任まで約
30 年の経験を要することになる。Churchill and Hatten（1987）よりは長い経験を必要とする
ことが窺える。
日本の中小企業の場合にはどうか。日本の中小企業経営者が、承継をした時期として丁度
良かったと回答されている平均年齢は、43.7 歳となっている（中小企業庁， 2013）。日本の中
小企業経営者が経営を引き継ぐタイミングは、Churchill and Hatten（1987）のモデルに近い
と言える。
より上級の職位に限った経験に関しては、2 つの研究がある。スペインの上場ファミリー
企業（金融機関を除く）を対象とした調査では、一族の後継者は、一族ではない後継者に比
べて、取締役会で長い経験を積んでいた（平均、7.58 年と 3.4 年 ; p < .01)（Bocatto, Gispert, 
& Rialp, 2010）。ここから、Bocatto et al.（2010）は、一族の後継者は、自社における指導的
な経験を買われて任命されるとしている。社内で務めた役職の数は、承継の質や承継後のパ
フォーマンスに有意な影響が無いという研究結果（Morris et al., 1997）もある。
しかし、単に長い期間、ファミリー企業内で働くだけでは意味がない。Sardeshmukh and 
Corbett（2011）によれば、後継者がファミリー企業内で働いた勤続年数は、後継者の起業
家的自己効力感に有意な影響を及ぼさなかった。効いていたのは、経験の長さではなく、質
であった。具体的には、後継者の成長を促すような経験を積んでいることが、後継者の起業
家的自己効力感を高め（β = .299; p < .01）、さらにそれが機会の認識につながっていた（β = 
.176; p < .05）。成長を促すような経験とは、他社での勤務経験の箇所でも触れたが、挑戦し
がいのある仕事や新しいプロジェクト等を行ったり、周囲からの支援やフィードバックを受
けたりすることであった。
有名企業 6 社（ファミリー企業に限定しない）の優秀な経営幹部、191 人を対象にした調
査から、個人の成長を促す経験の一つとして、初めての管理職としての仕事が特定されてい
る（McCall, 1988）。これもまた、ファミリー企業に限定した研究ではないが、日本のトップ
経営者にとっての一皮むける経験として、初めての管理職の経験が特定されている（金井・
古野， 2001）。そこで次に、後継者が管理職として、責任を伴う任務を任されることについて
見ていきたい。末端の現場を、異動によって万遍なく経験することで、会社の業務を理解し、
技術的な能力を磨いた後は、管理者としての経験を積ませる。最初はプロジェクトの管理者
レベルから始め、事業部門レベルの管理に移行する。そして、能力を見極めた上で、戦略的
な意思決定を任せる、という順序が理想として提示されている（Churchill & Hatten, 1987）。
管理者としての経験を積ませる上で大切な要素は、現実に責任を負わせたり、危機に対応
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させたりすることで、実際に意思決定を任せることである。スペインの自動車ディーラーの
承継プロセスを比較したケース・スタディー（Cabrera- Suárez, 2005）では、この権限の委
譲の仕方について、承継の成功ケースと、やや成功ケース、失敗ケースで違いが見られた。
成功ケースでは、本当に責任を負わせる、という特徴があったが、その他のケースでは、き
ちんと権限が委譲されていなかったり、任された意思決定も形式的だったりした。
この時に大事なのが、先代である親の役割である。まず、先代自身が後継者に権限を委譲
し、監督者としての役割に自分を適応させていく必要がある（Handler, 1990）。先代は、後
継者を信頼して、自律性を尊重し、意思決定を任せることが必要である。しかし、いざと言
う時には補佐をすることが必要である（Cabrera- Suárez, 2005）。このような役割は、他の研
究でも見出されている。例えば、カナダの中小ファミリー企業、5 社の承継プロセスについ
てのインタビュー研究の結果、Cadieux（2007）は、指示を与える監督者（supervisor）、試
行錯誤によって意思決定を経験させ、学ばせる時には、保護者（protector）としての役割を
見出している。
Cadieux（2007）が発見した先代の重要な役割に、紹介者（introducer）がある。これは、
後継者にある責任を負わせ、従業員に対しては、後継者の指示を仰がせるよう働きかける。
Cadieux（2007）は、これは、誰が後継者となるかを周知させる効果があるとしているが、
後継者自身にも管理職としての自覚を持たせ、適度なプレッシャーをかけることとなり、後
継者の成長にも大いに寄与すると考えられる。
この紹介者の仕事として、社外に向けた要素もある。すなわち、顧客やサプライヤー等、
関係の深い人々に後継者を紹介することである（Cadieux, 2007）。こうした外部ネットワー
クへ紹介する役目は、Cabrera- Suárez（2005）も特定している。また、創業者が子供を取引
先との商談や、会議等に同席させることで、ビジネスを学ばせる役割を果たしていることを
指摘する研究もある（例， Miller and Le Breton-Miller; 2005; Mischel & Iannarelli, 2011）。
後継者を成長させる上では、メンターの存在も欠かせない。経験から学習することを促す
役割を果たすのがメンターであるからだ（ミンツバーグ， 2006）。後継者にとって、重要なメ
ンターとなるのは、先代経営者と、先輩、幹部社員である。メンターとしての先代経営者を
見出したケース・スタディーは多い（例， Cater & Justis, 2009; Qin & Wang, 2012）。欧米の偉
大なファミリー企業では、後継者が入社してから、成長に応じた階層の幹部社員がメンター
となり、最終的には、共同 CEO として先代経営者自身がメンターになることもある（Miller 
and Le Breton-Miller; 2005）。スペインの自動車ディーラーのケース・スタディーで、意思決
定を任せた時、承継の成功ケースでは、先輩、熟練社員がメンターとして、協調的な姿勢で
本音を話してくれていた（Cabrera- Suárez, 2005）。後継者の機会認識につながる、後継者の
成長を促す経験の質問項目には、メンタリングを表す内容も含まれている（Sardeshmukh & 
Corbett, 2011）。
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これまで見てきた内容は、後継者にとって好意的な環境を整備するものであった。反対に、
修羅場とも言える困難な状況について取り上げている研究もある。日本の中小企業における
２代目以降の後継経営者、3,505 人から回答を得た八木（2012）は、修羅場に直面した後継
経営者が、内省をすることでリーダーとしての有効性につながることを実証した。内省とは、
「内部モデルとしての自己を見つめ、自己に変化を起こす認知」（八木， 2012, p.119）と定義
され、自己理解、他者理解、自己変革という 3 つの下位概念から成る。内省経験を持った後
継経営者は、リーダーとしての有効性として、後継者自身や部下に対する個人レベル、経営
幹部に対する集団レベル、企業全体としての組織レベルのいずれにおいても、プラスの影響
を及ぼす事が、重回帰分析により実証された。また、経営改革を行った後継経営者、2 名に
対するインタビュー調査により、内省経験が高い後継経営者は、周囲の反発といった問題の
原因を自分の中に探したことにより、周囲との対話が生まれ、事態が良い方向に向かってい
くプロセスが解明された。
八木（2012）の研究は中小企業を対象としたものであり、ファミリー企業の研究ではな
い。しかし、回答者の 2/3 が先代経営者の親族であり、大半がオーナー企業であることから、
ファミリー企業も数多く含まれると推測される。従い、本研究にとって大いに示唆を与えて
くれる研究成果である。
以上の議論から、以下の命題をまとめた。
P2：ファミリー企業において、後継者に末端の職位から、様々な部署での仕事を経験させ
ることは、後継者の育成にプラスの影響を及ぼす。
P3：ファミリー企業において、後継者に責任を負わせ、意思決定を任せることは、後継者
の育成にプラスの影響を及ぼす。
P4：ファミリー企業において、先代経営者や先輩、幹部社員によるメンタリングは、後継
者の管理職経験を育成にとってプラスのものにする上で、重要な要因である。
P5：ファミリー企業において、困難な状況に直面した後継者が、内省経験をすることで、
後継者の成長にプラスの影響を及ぼす。
2.7　更なる研究が必要な要素
2.7.1　先代経営者のロール・モデルとしての役割
先行研究から、後継者の育成にとって先代経営者が大きな役割を果たすことがわかってい
る。これまで見てきたように、養育期から入社後の育成まで、先代経営者が中心的な役割を
担ってきた。家庭においては、会社や仕事について語ることで企業の文化や理念、企業に対
する価値観、思い入れを伝える。後継者候補を職場に連れていくことで、会社の雰囲気や従
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業員に親しむ機会を与える。入社してからも、教師役となりスキルや知識の手ほどきを行い、
後継者が役職者となれば、活躍しやすいように環境を作り、後継者の成熟度に合わせて次第
に関わり方を少なくしていく。後継者候補の成長段階に応じて、適切な役割が先行研究で指
摘されている。
しかし、一つだけ見過ごされている役割がある。それは、ロール・モデルとしての役割で
ある。カナダの中小ファミリー企業に対するインタビュー研究（Cadieux, 2007）では、後継
者が管理職に就いて以降の承継プロセスにおいて、先代のロール・モデルとしての役割が見
出されている。しかし、後継者の育成と言う観点では、ほとんど研究がなされていない。
日本のファミリー企業の中には、先代経営者である親が、後継者に対して特に何もしな
かった、という事例が見られる。これは、本稿で見てきた先代経営者に求められる役割とは
正反対である。先代経営者は、後継者が子供の頃には仕事や企業について語り、後継者が入
社した後は、直接教えたり、サポートしたりする役割が求められていた。
しかし、次のような発言があることに注目したい。「私が息子や娘に教えたことはあまり
ないけど、懸命に働く姿を見せてきたつもり。それを見るうちに自然とうちで働く気になっ
てくれたんじゃないかな。」（ぎょうざの満洲 , 金子梅吉会長， 『日経トップリーダー』， 2012
年 12 月号， p.77）。このように、子供に直接指導するのではなく、懸命に働く背中を見せる
ことで、会社や仕事への熱意、情熱を伝えることの大切さを訴えている。
これは、模範、ロール・モデルとしての役割を表していると考えられる。世界 26 ヶ国の
大学生を対象にした定量調査（Zellweger & Sieger, 2012）によって、ロール・モデルに従う
ことは、ファミリー企業を引き継ぐ動機として重要であることが示されている。この調査で
は、ファミリー企業経営者を親に持つ大学生について、卒業後に引き継ぎたい者、自ら創業
したい者、他社に就職したい者に分けて比較している。ファミリー企業を引き継ぐ意欲のあ
る学生は、他のキャリアを望む学生と比較して、3 つの動機を重要視しており、模範とする
人物に従うことは、その 2 番目に入っていた。この調査から、ロール・モデルの存在は、後
継者候補である子供が引き継ぐ動機として重要であることが分かる。しかし、ロール・モデ
ルがいるだけでは、引き継ぎたいという意欲を持たせるには不十分であり、何か媒介要因が
存在する可能性を山口（2013）は指摘している。
このように、ロール・モデルについては、後継者の育成という観点ではなく、企業を引き
継ぐ意欲にとっての重要性が議論されている。後継者を育てる上での役割も検討すべきであ
る。特に、先代の経営者である父親（または母親）が、家庭において、また入社して以降、
どのような形で模範となり、それが後継者の育成にどのような影響を及ぼすのか。今後、研
究が必要な論点である。
ロール・モデルに感化されたり、ロール・モデルを目標とする意欲は、子供の頃だけに限
られない。例えば、麦酒様清涼飲料メーカーのホッピービバレッジの例が挙げられる。3 代
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目社長の石渡美奈氏は娘だったこともあり、先代社長の父親は美奈氏に婿を取らせるつもり
でおり、美奈氏自身も会社を引き継ぐつもりはなかった。母親が事業からは離して英才教
育に力を入れていたこと（『日経ビジネス』2011 年 8 月 29 日号）、父が多忙だったこともあ
り、子供の頃に父と接する機会は少なかった（『産経新聞， 2013 年 1 月 23 日』）。しかし、他
社で働く中で家業に興味を持ち、自分が経営者の立場になったことで、父親に対する見方が
変化する。そして、今では「父の後ろを追いかける日々です」、「父も祖父も別格。師匠とは
ちょっと違う。ずっと追いかける背中です」と語っている（『産経新聞， 2013 年 1 月 23 日，
p.19』）。このように、石渡美奈氏は大人になってから先代の父親に対して尊敬の念を抱き、
経営者となった今でも先代の後ろ姿を追いかけている。
こうしたことから、次のようなリサーチ・クエスチョンを設定した。
RQ6：ファミリー企業において、後継者の育成にとって先代経営者は、ロール・モデルと
してどのような影響を及ぼすのであろうか。
　
2.7.2　母親の役割
養育期に後継者候補と接する時間が長いのは、母親である。先行研究では、親との関係に
ついて言及されている場合は、ほとんどが先代経営者である父親のことを指している。母親
が先代経営者であれば、当然、今までの議論で扱った先代経営者の役割や、後継者候補との
良好な関係が重要となる。また、母親から娘へ承継する場合には、父親から娘に承継する場
合に比べて、良好な関係を築くのが難しいことが指摘されている（Vera & Dean, 2005）。一
方、母親から息子に承継する場合における両者の関係に焦点を当てた先行研究は、ほとんど
ない。
また、筆者が注目したいのは、先代経営者でない場合の母親の役割である。母親が事業に
携わっていれば、仕事上で接する中で、後継者が経験を積む過程でのサポート役やメンター
役になる可能性が考えられる。一方、母親の事業への関与が無く、企業に対する所有によっ
てのみ関わっている場合には、主として、家庭での後継者候補に対する影響が予測されるだ
ろう。そこで、後継者の養育・育成プロセスの研究では、母親の果たす役割により多く注目
すべきである。以下に掲載した、シヤチハタの現会長の発言は、示唆に富む。
どうしたらいい後継者が育つのか。やはり母親の教育が大事でしょう。子供と一番多く接
するのは母親ですから。母親がどう子供を育てるかが大きく作用する気がします。・・・・。
　その点、うちの場合、私は社長業が忙しくほとんど家にいませんでしたが、家内が息子
をしっかり育ててくれました。私が頼んだわけではないですが、家内は「いつかシヤチハ
タの後継者になる人間を自分が育てている」という意識を十分持っていたと思います。他
の家庭と比べると、厳しく育てたほうじゃないですかね。金銭感覚なども家内がしつけて
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いました。（シヤチハタ会長， 舟橋紳吉郎，『日経トップリーダー』， 2012 年 2 月号， 64 ペー
ジ）。
RQ7：ファミリー企業において、後継者の育成にとって母親は、どのような役割を果たす
のであろうか。
2.7.3　祖父母の役割
次に見過ごされている点は、祖父母の役割である。和菓子店「銀座あけぼの」を経営する
曙の現社長は、子供の頃から祖母（創業者の妻）に銀座店に連れて行ってもらったり、色々
と教えてもらったりしていたと、先代社長である父親が語っている（『日経トップリーダー』
2012 年 4 月号）。後継者候補が子供の時に、祖父母からファミリー・ビジネスのことを聞か
されることは、一族の歴史や価値観を知る上で大きな意味を持つであろう。
また、ロール・モデルとしての役割も考えられる。祖父母が働いてきた物語を直接当人か
ら聞いたり、両親から聞くことで、祖父母を仰ぎ見るようになるかも知れない。特に、祖父
母が創業者であれば、企業に対する思いを彼らの口から直接聞くことで、後継者は感化され、
価値観に大きな影響を受けるであろう。先述のホッピービバレッジ、3 代目社長の石渡美奈
氏の発言には、創業者である祖父に対しても敬意を持っていることが伺える。「父も祖父も
別格。師匠とはちょっと違う。ずっと追いかける背中です」（『産経新聞，2013 年 1 月 23 日， 
p.19』）。
祖父母のロール・モデルとしての役割はほとんど先行研究がなく、2.7.1 で議論した内容を
考慮に入れて、研究を行う必要がある。
先行研究では、後継者の養育や育成の上で祖父母が及ぼす影響は注目されていない。今後
の研究で取り上げるべき重要な要因であると考える。
祖父母がどういう立場にあるのか、それによって、後継者に及ぼす影響が変わってくる。
スリー・サークル・モデルのどの円に属するのか、という視点で考えてみたい。スリー・
サークル・モデルとは、ファミリー・ビジネスを構成する人々を、それぞれが置かれた立場
によって区別したモデルである（Tagiuri & Davis, 1982/1996）。家族（一族）の一員としての
立場、オーナーとしての立場、経営者（経営陣）としての立場がある。特に、一人の人間が
複数の立場にまたがる場合には、それぞれの立場による利害が衝突する可能性がある。家族
の一人として、経営に何ら関与せず、オーナーシップも持っていない場合には、純粋に可愛
い孫の成長を願い、愛情を持って接してくれるかも知れない。後継者としても、心を開いて
寄り添うことの出来る存在だろう。そのような祖父母の意見は素直に受け入れて、内面の成
長の糧となるかも知れない。だが、祖父母がオーナーシップも持っていたら、彼らの後継者
に対する関わり方が変わってくるかも知れない。なぜならば、オーナーであれば、会社の株
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価の上昇や配当によって利益を得るため、将来、孫が立派に成長してビジネスを繁栄させて
くれれば、自分たちも恩恵に預かれる、という下心があるからである。さらに、経営にも関
わっている場合にはどうか。後継者が子供の頃であれば、父が社長で祖父（または祖母）が
会長であったり、場合によっては祖父が高齢でも社長を務めていたりする可能性もある。後
継者が入社する頃や、時には 30 歳位になっても、祖父（または祖母）が会長や、顧問、相
談役のような形で、経営に関わっていることもあるだろう。入社後の後継者にとっても、経
営トップではないが、経営に影響力を及ぼす権威ある存在として、畏敬の念を持って見るか
も知れない。そのような状況では、祖父（または祖母）に対する後継者の接し方や、後継者
にとって祖父母の言動が持つ意味も異なる。
祖父母は、先代の父（母）の実の親としての側面もある。祖父母からは、父（母）の違っ
た顔や、会社、仕事に対する価値観を教えてもらえるかも知れない。それは、父（母）との
接し方に影響を及ぼし、ひいては育成の効果も左右する可能性がある。
このように、祖父母が後継者を育成する上で果たす役割を、祖父母の立場を考慮に入れな
がら考えていく必要がある。
RQ8：ファミリー企業において、後継者の育成にとって祖父母は、どのような影響を及ぼ
すのであろうか。
3.　議論と今後の方向性
本研究は、ファミリー企業において、後継者の育成を成功させるためには、どのような育
成を行えば良いのか、という疑問からスタートした。そして、将来、ファミリー企業を対象
とした実証研究に向けて、先行研究の知見を整理し、限界を指摘した。それを踏まえて具体
的なリサーチ・クエスチョンと命題を構築した。
第 3 節では、将来の研究の方向性や、実証研究を行う際の留意点を議論していきたい。
3.1　経営者としての後継者と関連づけた研究の必要性
将来の研究においては、後継者が経営者となり、在任期間中の経営者としての行動に、育
成がどのような効果をもたらしたか、という観点で研究する必要がある。ファミリー企業の
経営者の在任期間は非常に長く、時に 20 年を越す、という特徴がある（Miller & Le Breton-
Miller, 2005; 後藤， 2009; 倉科， 2003）。そして、ファミリー企業の収益と成長のピークは、そ
の長い在任期間中の末期に訪れることを示す証拠が数多く見られ、後継者が経営者に就任後、
8 年という説や、14 年から 16 年という研究結果もあると言う（Miller & Le Breton-Miller, 
2005）。
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先行研究は、ファミリー企業の事業承継という枠組みでの研究が多い。そうしたものは、
調査対象企業を選ぶ基準として、承継が完了しているか、承継が成功しているか、あるい
は、完了後、少なくとも何年経過している企業、という基準を設けている。承継が成功して
いるかどうか、という視座の研究では、承継プロセスに対する関係者の満足度と、財務指標
によって捉えることが多い。時間的な視点は、承継が完了した時点である。これから経営
トップとして活躍が期待される後継者の、長い経営者人生に及ぼす影響を捉えることは出来
ない。承継が完了後、何年経過している、という基準を設けている研究（例， Cadieux, 2007; 
Goldberg, 1996）であっても、研究の結果を見る限り、後継者の在任期間の末期まで把握し
ているとは考えにくい。
Qin & Wang（2012）と八木（2012）はそのような中にあって、承継後の年数が明示され
ている希有な例である。しかしながら、Qin & Wang（2012）のケース・スタディーの女性
CEO は、データ収集時点で承継から経過した年数が、8 年である。20 年にも及ぶことがあ
るファミリー企業の経営者を研究するには、短い。八木（2012）では、回答者の 15.2% が代
表権を得てから 10 年以上であった。しかし、そもそもこの研究は、ファミリー企業の、後
継者育成の研究ではない。さらに、本稿で取り上げたように、他社での就業経験や、経営学
教育がリーダーとしての有効性に及ぼす影響は、限定的であった。
後継者の長い経営者としての在任期間を通じて、幼少期から行われた養育、育成がどの
ような影響をもたらすのか。このような視点での研究を行うのであれば、どのような手段で
データを集めれば良いのだろうか。本研究で構築したリサーチ・クエスチョンには、「〇〇
がどのような影響をおよぼしたのか」という問いが多い。この、「どのように」、という問題
を解明するためには、質的なデータ収集が求められる（Creswel, 2009）。しかし、仮に、引
退を間近に控えた後継経営者、あるいは、引退後の後継経営者にインタビューを行うと仮定
すると、内容によっては 5、60 年前の出来事に関して振りかえってもらう必要がある。この
ような、長大な過去を回想させるインタビューのデータは、信頼性と妥当性に大きな問題が
生じる（Abrams, 2010, 長田， 2001）。こうした短所のあるインタビューであっても、（1）聞
き手との間に信頼関係を築くこと、（2）長い期間に渡り、同じ質問を繰り返し尋ねること
により（長田， 2001）、データの不確かさに対処できる余地はある。遠い過去の記憶が色褪
せる可能性についても、非常に強く印象に残っている記憶に関しては、信頼性と妥当性の
高いデータを得られる可能性があることが、オーラル・ヒストリーの研究者（Hoffman & 
Hoffman, 2006）によって検証されている。
しかし、後継者が引退するような年齢であれば、後継者の幼少期に養育・育成上の影響を
及ぼしたであろう、両親や祖父母が存命の可能性は低い。すなわち、後継経営者からのイン
タビュー・データを裏付けるような情報を、提供してくれる人物が極めて少なくなってしま
う。これは、データの妥当性に大きな問題をもたらす。
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長大な過去をインタビューによって回想するのではなく、後継経営者から定期的にデータ
を集める、という選択肢もある。この方法であれば、データの収集時点までに関して、過去
の養育や育成が及ぼした影響を測定していける。経営者が承継間もない頃からデータ収集を
開始すれば、幼少期に影響を与えたであろう、両親や祖父母からもデータを集められる。そ
れを基に、その後に追跡的に集めていったデータと合わせて分析することで、有意義な結果
が得られる可能性が高い。このような prospective な研究デザインは、回想的な研究デザイ
ンに比べて、データの信頼性や妥当性が高い（Scott & Alwin, 1998）。しかし、この方法で問
題となるのは、研究対象者としてふさわしい人物をいかに見つけるか、という点である。将
来に渡り、追跡的にデータを集めることになり、最初のデータ収集時に、その後継者が優れ
た経営者になるのかどうか、見当をつけることは極めて困難である。
3.2　養育と育成の成果の測定
後継者の育成を取り上げた先行研究の多くは、後継者に対する養育や育成を、承継に成功
する諸々の要因の一つとして扱っている。そのため、評価の基準は承継の成功（経済的指標
と関係者の満足度）である。
Cabrera-Suárez（2005）や Cater and Justis（2009）は、後継者の成長過程を長期的に見て、
育成の観点から影響する要因を数多く扱っている点が注目に値する。いずれも質的なデータ
に基づいた探索的研究である。しかし、Cabrera-Suárez（2005）は後継者に対するリーダー
シップの育成が、承継の成功に及ぼす影響という視点の研究である。ここでの承継の成功と
は、経済的指標（売上高や収益、従業員数の増加）と承継プロセスや現状の満足度（全般
的な満足度、個人的、職業的ニーズの充足、物質的、社会的な期待の充足）である。また、
Cater and Justis（2009）は、承継が完了しているという基準でサンプルを選んでいる。
後継者の養育と育成の成果を承継の成功（企業の経済的指標と、関係者の承継に対する満
足度）によって判断することは、適切でない。
満足度については、プロセス、つまりどのような方法で育成を行ってきたかという点に
関しての満足度となる。しかし、承継の成功をもたらす要因は複数存在する。例えば、先
代経営者が引退する意思を示し、積極的な関与を控えること（例， Potts, 2001b; Sharma, 
1997; Pyromalis & Vozikis, 2009）、家族内の関係（Cabrera-Suárez & Martín-Santana, 2012; 
Pyromalis & Vozikis, 2009; Venter et al., 2005）等である。承継の結果に満足したとしても、後
継者を育成するために取り組んだことが、後継者のリーダーとしての成長につながったのか
どうかは判別出来ない。
売上高や利益等の経済的指標についても、後継者以外の要因によって企業の業績が向上す
る可能性がある。また、後継者に対する養育や育成が直接、企業業績に影響する訳ではない。
養育と育成によって後継者が変化し、その結果、企業業績につながるというように、段階を
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経ると推察される。例えば、育成によって何らかの能力が備わり、従業員に対する指導力が
発揮された結果、生産性が向上するかも知れない。どのような目的を持って養育や育成を行
い、それに見合った結果が達成されたかどうかを測定するための、尺度を設ける必要がある。
後継者の養育と育成の成果を測定するための尺度を作成する上で、もう一つ考える必要が
あるのは、誰の視点による基準にすべきか、という点である。例えば、先代経営者が必要だ
と考える資質が、本当にそのファミリー企業の存続にとって必要だろうか。先代経営者と同
じような知識、能力、リーダーシップ・スタイルを身につければ、企業が安定して存続出来
るような環境であれば、先代経営者が望むような観点で後継者を評価することは問題がない。
しかし、企業の置かれた環境が先代経営者の時代から変わっていれば、先代経営者と同じ経
営を行っていては、企業が生き延びることが出来ない状況もある。そうした状況下では、後
継者には先代経営者とは異なるリーダーシップが求められる。このような状況では、先代経
営者がリーダーとしてふさわしいと考える基準では、後継者の養育と育成を正しく評価出来
ない。多面的な視点から、後継者を判断する必要がある。その他の家族の視点、役員や従業
員の視点、あるいは外部の人間の視点で評価することも必要かも知れない。
そのような多面的な視点を取り入れた基準として、参考となるのが Chrisman, Chua, & 
Sharma（1998）と Sharma and Rao（2000）の研究である。両者は、後継者の属性、30 項目
の重要度を、主に中小規模のファミリー企業の CEO に対して、7 点法のリッカート式尺度
で重要度の評価を求めた。Chrisman et al.（1998）はカナダのファミリー企業の CEO を対象
にし、Sharma and Rao（2000）はそれをインドのファミリー企業 CEO に対して再現した研
究である。これらの研究に注目する理由は、回答者の半数近くが創業者で、後継者が 2、3
割となっており、先代と後継者、両方の視点が含まれているからである。それに加えて、副
社長や取締役も含めた、多面的な視点により、後継者にとって重要だと見られる属性を評価
している。
Chrisman et al.（1998）と Sharma and Rao（2000）によって順位付けされた項目を、5 位
までまとめたものを表 1 に示す。注目すべきは、両方の研究で“誠実さ”が 1 位を占めてい
ることである。一方、“マーケティングや販売のスキル”、“財務のスキル／経験”、“戦略計
画のスキル”、“教育水準”、“技術的スキル”と言った、具体的なスキルはいずれも 10 位よ
り低い。こうした結果は、“誠実さ”のような人間性を表す要素の方が、具体的なスキルと
比べて、ファミリー企業内の様々な人々から見て、後継者に重要な資質だと見なされている
ということである。“事業へのコミットメント”と“意思決定能力”は、有能な後継者の属
性を尋ねた別の研究（Ibrahim, Soufani, Poutziouris, & Lam, 2004）や、中小ファミリー企業
経営者が承継計画を策定する上で、重要な五大要因にも含まれている（Motwani, Levenburg, 
& Schwarz, 2006）。また、ファミリー企業経営者が承継計画を立てるに当たり重要な要因に
は、表 1 のカナダでの研究で 5 位となっている“対人関係スキル”が含まれている（Motwani 
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et al., 2006）。インドでの調査で 4 位に挙がっている“自信”は、カナダでの調査では 6 位と
なっており、重要性が高いことが分かる。企業の経営を引き継ぐ自信があることは、後継者
の引き継ぐ意欲を測定する項目にも含まれている（Sharma, 1997; Venter et al., 2005）。ここ
で上位に挙げられた属性は、育成の効果を測る基準として意義があると考えられる。
表 1　ファミリー企業の後継者に重要な属性
順位 カナダ インド
1 誠実さ 誠実さ
2 事業へのコミットメント 事業へのコミットメント
3 従業員からの尊敬 意思決定能力と経験
4 意思決定能力と経験 自信
5 対人関係スキル 家族のメンバーからの信頼
出所 : カナダについては Chrisman et al.（1998）を、インドについては
Sharma & Rao（2000）を元に作成した。
その他、本稿で取り上げた中小企業の後継経営者の、リーダーとしての有効性を測定する
尺度（八木， 2012）からも、参考になる要素が多くあると考える。
これらの属性は、将来の成果をもたらす可能性のある要素と言える。しかし、仮にこのよ
うな属性を承継時や承継後数年の時点で後継経営者が持っていたとしても、3.1 で議論した
ように、後継経営者の長い在任期間において成果をもたらすかどうかは定かではない。つま
り、承継後間もない時期においては、後継者に何らかの属性が備わっていたとしても、直ち
に養育・育成の効果があったと結論付ける事は出来ない。
このように、後継者の経営者としての長い在任期間を通じて、幼少期から始まる養育と育
成が、どのような影響を及ぼすのかを研究するに当たっては、研究のデザイン、効果の測定
尺度の作成に関して、解決しなければならない課題が残されている。
4.　まとめ
日本のファミリー企業には、後継者自身がリーダーシップの発揮に困難を感じ、企業側が
後継者の育成に苦労し、どのように取り組めば良いか不安に感じている所が多い。筆者は、
こうした企業のために、どのような方法で後継者を養育、育成して行けば良いのかを見出す
べく、先行研究をレビューした。家庭での教育から始まり、高等教育や見習い、他社での実
務経験、自社内での実務経験等、幅広い養育と育成の方法について議論を展開した。議論に
基づき、様々な養育、育成に関して、更なる解明が必要なリサーチ・クエスチョンや命題を
構築した。第 3 節では、将来の実証研究を実施するに当たり、解決しなければならない、研
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究デザインと尺度の作成に関する課題を議論した。こうした課題を克服して実証研究を行い、
後継者の子供のころから始まる、長期間に渡る後継者の養育と育成の過程を深く探ることで、
日本のファミリー企業に優れた後継者を育てるための指針を提供し、貢献したい。
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